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イ）掘削土留工
・軌道内又は鉄道営業線近接工事での掘
削土留工を含む工事の施工経験年数
１年以上

ウ）薬液注入工
・軌道内又は鉄道営業線近接工事での薬
液注入工を含む工事の施工経験年数
１年以上

~ その他 配置予定の監理技術者及び工事
管理者１にあっては、入札参加者との直接
的かつ恒常的な雇用関係が必要であるの
で、その旨を明示することができる資料を
求めることがあり、その明示がなされない
場合は入札に参加できないことがある。な
お、工事管理者２については、入札参加者
が上記a}を満たす直接的かつ恒常的な雇
用関係にあるものを配置できない場合で
あって、上記a}と同等以上の者を必要な
期間において確実に配置できる場合におい
ては、その旨を確認することができる資料
を求めた上で、入札参加者と直接的かつ恒
常的な雇用関係にない者の配置を認めるこ
とがある。

b 本工事に係る設計業務の受託者又はコンス
トラクションマネジメント業務の受託者並び
に当該受託者と資本若しくは人事面において
関連がある建設業者でないこと。（入札説明書
参照）

c 当工事事務所又は株式会社ジェイアール東
日本都市開発との工事請負契約に関し、現に
履行遅滞となっている者でないこと。

d 本入札に参加する者に必要な資格の競争参
加資格確認申請書（以下「申請書」という。）
及び競争参加資格確認資料（以下「資料」と
いう。）並びに、共同企業体を構成する場合は、
共同企業体競争参加願書、委任状及び共同企
業体協定書（あわせて以下「参加願書等」と
いう。）を提出する期限である提出期間の最終
日から開札の時までの期間に、当工事事務所
又は株式会社ジェイアール東日本都市開発に
よる発注停止期間が一部でも含まれるもので
ないこと。

e 申請書、資料及び参加願書等に虚偽の記載
をした者であると認められる者でないこと。

Ĉ 申請書、資料及び参加願書等の提出期間の
最終日から起算して１年前の日以降において
正当な理由なく、当工事事務所又は株式会社
ジェイアール東日本都市開発との工事請負契
約を履行しなかった者でないこと。

D̂ 暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力
団関係者、総会屋その他の反社会的勢力（以
下まとめて「反社会的勢力」という。）のいず
れでもなく、また、反社会的勢力が経営に実
質的に関与している法人等ではないこと。

Ê 共同企業体を構成する場合においては、次
の基準を満たす者であること。
{ 共同企業体を構成しようとする者の間に
資本関係又は人的関係がないこと。（入札説
明書参照）

| 構成員の数は２ないし３者とする。構成
員の出資比率は、２者の場合は30％以上、
３者の場合は20％以上とする。代表者の出
資比率は、構成員中最大とすること。また、
共同企業体の結成方式は、自主結成とし、
甲型とする。

} 本工事について、同一者が２以上の共同
企業体の構成員になっていないこと。

F̂ 監理技術者及び工事管理者２の理解度・取
組姿勢及び安全管理計画、安全管理支援体制
が不適切でないこと。

Ĝ 技術提案（工期短縮）が不適切でないこと。
４ 総合評価に関する事項
\ 入札の評価に関する基準
{ 監理技術者及び工事管理者２の理解度・
取組み姿勢をヒアリング結果に基づき評価
する。

| 安全管理計画を評価する。
} 安全管理支援体制を評価する。
~ 技術提案（工期短縮）を評価する。

] 総合評価の方法
{ 標準点 競争参加資格を満たした入札参
加者には標準点100点を与える。

| 加算点 加算点は、\「入札の評価に関
する基準」に示す評価項目について、{、
|、}及び~の合計点（15•0点満点）とす
る。

} 総合評価は、上記により得られる標準点
と加算点の合計を当該入札参加者の入札価
格で除して得た数値（以下「評価値」とい
う。）をもって行う。

^ 落札者の決定方法
{ 入札参加者は、価格及び\「入札の評価
に関する基準」に示す評価項目により入札
し、次のア）かつイ）の要件に該当する者
のうち、評価値の最も高い者を落札予定者
とし、その者の工事請負入札書（以下「入

札書」という。）に添付された工事内訳書、
工事内訳明細書及び科目内訳を審査のうえ
妥当な場合に落札者に決定する。
ア）入札価格が基準価格の制限の範囲内で
あること。
イ）評価値が、標準点（100点）を基準価
格で除した数値を下回らないこと。
ただし、落札予定者となるべき者の入札
価格によっては、その者により本契約の内
容に適合した履行がなされないおそれがあ
ると認めるとき、又はその者と本契約を締
結することが公正な取引の秩序を乱すこと
となるおそれがあって著しく不適当である
と認められるときは、当該落札予定者に照
会、審査のうえ妥当な場合に落札者に決定
する。

| {において、評価値の最も高い者が２者
以上あるときは、最低価格を提示した者を
落札予定者とする。なお、最低価格を提示
した者が複数者いる場合は、抽選により決
定する。

} 全ての入札参加者の入札価格が基準価格
の制限の範囲外だった場合、随意契約に移
行する。この場合、入札参加者の中から最
低の価格の者を第１順位者に指名し、協議
のうえ、その者と本契約を締結する。（不調
の場合は次に低い価格の者と協議し、更に
不調の場合は順次行う。）

５ 技術提案に関する事項
\ 本工事では、工期の短縮に関する技術提案
を受け付ける。

] 次に示す提案は欠格とする。
{ 月あたりの平均作業日数が22日を超える
提案

| 工事目的物の変更（寸法・形状等）を伴
う提案

} 別途発注工事である駅ビルテナント内装
設備工事の期間（この期間では駅ビル棟内
の工事は駅ビルテナント内装設備工事のみ
実施するものとする。ただし、土日及び祝
日、並びに仕様書に定める作業規制日（以
下合わせて「休日等」という）の日数を含
む。）を2•5ヶ月以上確保していない提案

~ 駅ビル、高架下駅務室の工事（別途発注
工事を含む。）を完了させた後に、建築行
政・消防等の検査期間（この期間で検査の

受検並びに検査済証等の受理をすることと
し、期間には休日等の日数を含む。）を1•0ヶ
月以上確保していない提案

� 入札説明書及び仕様書の条件を満たして
いない提案

� 施工に対する安全性の配慮に欠ける提案
‚ 関係法令を遵守していない提案
ƒ 当工事事務所が認めていない一定の条件
を付している提案等

^ 工期短縮に関する技術提案 技術提案にあ
たっては、標準工期を参考として適切な全体
工程を計画し、その具体的な内容を全体工程
表により記載すること。（入札説明書参照）
ただし、当工事事務所が請負者の技術提案

内容を適切と認めることにより、設計図書に
おいて指定しない部分等の工事に関する請負
者の責任が軽減されるものではない。

_ 評価内容の担保 実際の施工に際しては、
技術提案において全体工程表に記載した施工
を行うものとし、請負者の責により全体工程
表に記載した内容を満たす施工が行われない
場合は、再度の施工を行わせるか否かを問わ
ず、契約責任者は、請負代金額の減額又は損
害金の賠償を求めることがある。

６ 入札手続等
\ 担当箇所 〒151`8512 東京都渋谷区代々
木２`２`６ 東日本旅客鉄道株式会社 東
京工事事務所 契約用地課 契約・法務グ
ループ 青木 秀行 電話03`3370`7198

] 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
{ 期間 平成26年５月19日から平成26年６
月９日までの土曜日、日曜日及び祝日を除
く毎日10時00分から16時00分まで。

| 場所 上記６\に同じ。
} 方法 交付にあたっては、入札説明書
5¶000円、図面30¶000円を徴収する。

^ 申請書、資料及び参加願書等の提出期間、
場所及び方法
{ 期間 平成26年５月19日から平成26年６
月９日までの土曜日、日曜日及び祝日を除
く毎日10時00分から16時00分まで。

| 場所 上記６\に同じ。
} 方法 持参すること。
~ 競争参加資格者が一者の場合、直ちに随
意契約に移行する場合がある。その場合、
以降の手続きについて当該競争参加資格者
と協議を行い、当工事事務所が決定し、通
知を行うものとする。š
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